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濱口　脇坂先生が出されたテー
マについて、各人の意見やコメ
ントを伺う形で進めていきたい
と思います。脇坂先生は冒頭、
日本の雇用システムの特徴とし
て、「遅い昇進」があると指摘
されました。そしてこの遅い昇

進は女性の活躍にマイナスの面がある一方で、ワーク・
ライフ・バランスについて非常に手厚く、それは女性
にとってプラスの面になっていると話されました。
　昇進が遅いと、男性にはない妊娠・出産というライ
フイベントと昇進が重なってしまい、だからこそ、様々
なワーク・ライフ・バランス施策があるわけです。こ
れはトータルで見て女性がより活躍できる方向なのか、
それとも阻害する方向なのでしょうか。この問題は、
これから政府が女性活躍に向けたいろいろな政策を
とっていくうえでも非常に重要な論点だと思います。

働き続ける見通しつけられる「遅い昇進」

脇坂　私は、遅い昇進というのは日本のホワイトカ
ラーの一番の特徴だと思っています。そういう先行研
究もありますので、女性との関わりについて見たとこ
ろ、単純に言えば、早い昇進を行っている国の方が、
女性管理職は非常に多いのです。今は管理職になるま
でに18年ぐらいかけていますが、仮にこれを８、９
年にすると、30歳前後の人を管理職にすることにな
ります。これは過渡期が大変で、今のシステムを大き
く変えるのはやはり難しいと言わざるを得ません。

　もう一つ、管理職への早い昇
進で30歳前後で課長やマネー
ジャーになっている国の企業は、
本当に効率が良いのでしょうか。
私はそういう問題意識から、日
本国内で早い選抜と遅い選抜を
行っている企業を比べてみまし
た。そして、基本的には遅い選抜のままワーク・ライ
フ・バランスを進めていけば良いと思いました。キャ
リアのタイムスパンを長く考えると、優秀な女性は育
児休業を取らない男性と比べて昇進が遅れるかもしれ
ませんが、短時間勤務をしながら働き続けられる見通
しがつけられるのです。

遅い昇進に固執することで人材流出の可能性も

周　脇坂先生がご指摘されている、「早い昇進の方が、
女性が活躍しやすい」というファインディングは、非
常に興味深く納得できるものだと思います。ではなぜ、
日本では早い昇進を採用する企業が少なく、遅い昇進
を採用する企業が多いのか――。日本企業の多くが長
期的雇用慣行に基づく内部労働市場の仕組みで運用さ
れており、あまり早期に将来の管理職候補を宣言して
しまうと、有能な社員が途中で抜けたり、候補になら
なかった社員がやる気を失ったりするような事態にな
りかねません。若いうちはむしろ、将来自分が管理職
候補になるかどうかわからないようにして皆に競い合
わせ、努力を重ねてもらう。そして、多くの社員が
40歳手前で自分が候補になっているか否かがわかる
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頃には、既に他の企業に転職するベストタイミングを
逸しているため、定年までその企業に残るほかない。
こうした長期的雇用慣行に基づく遅い選抜制度は、あ
る意味、合理性があります。それゆえ、遅い選抜が主
流となっています。
　しかし、今は日本的雇用慣行が変化しつつあり、外
部労働市場が伸びており、一つの企業で生涯、勤める
人がどんどん減少しています。こうしたなかで、企業が
従来の遅い選抜制度に固執していると、40歳手前ま
で頑張ることなく見切りをつけて退社するケースが増

え、優秀な人材を早い段階で
失ってしまう可能性が高まると
思うのです。
　女性にとって遅い選抜が特に
不利になる背景に、育児があり
ます。子育てで一番大変なのは、
大体30歳前後の時期です。そ

の段階では、自分が管理職候補か否か判明するまでま
だ10年ぐらいあるので、将来の展望が見えないなか、
到底そこまで待てずに辞めてしまいます。しかし、早
い選抜ですでに管理職に到達している場合や、自分が
将来の管理職候補として期待されていることがわかっ
ている場合、その時期にもう少し仕事を頑張ってみよ
うと思えるようになるかもしれません。それが、早期
選抜を行う企業では活躍している女性が多いという現
象につながったのではないでしょうか。女性活躍とい
う視点から見れば、日本はもっと早い選抜を採用する
企業が増えても良いのではないかと思っています。

全体的には困難でも例外的に
早期選抜を進める
濱口　周さんにちょっと聞きたい
のですが、遅い選抜だと働く女性
が途中でやる気を削がれてしまう
リスクがあります。ただ、逆にいえ
ば、早い選抜だと選ばれた人は良
いのですが、選ばれなかった人が
やる気を失ってしまうといったリ
スクもあるのではないでしょうか。
周　ご指摘の通りです。ですから、
私自身も、内部労働市場がメイン
となっている日本企業の現状から

見て、早期選抜がすぐに広がるといったことは期待し
ていません。ただ、企業の業務範囲や人材のリクルー
ト方法によって、早い選抜でも従業員のインセンティ
ブを損なわないような経営環境を整えることができれ
ば、遅い選抜よりも早い選抜が望ましいのではないか
と考えています。
濱口　ありがとうございます。三州製菓の斉之平さん
は、今の論点についてどう考えますか。
斉之平　実際に経営をしている立場から見ると、全体
的に遅い選抜の現状を急に早い選抜に変えるのは難し
いと思います。ただ、非常に優秀な人もいるので、例
外的に早いうちから選抜することは進めないといけな
いとも思っています。また、当社ではマネージャーで
も短時間正社員として長く勤務してもらっていますが、
周囲に支援する、協力する雰囲気が出てくると、会社
全体がお互いに助け合う文化が醸成されていきます。
また、短時間正社員のマネージャーや管理職がいるこ
とは、仕事のテンポが早くなるという点でも、会社に
とってプラスになると思っています。

子の手離れを契機に管理職にチャレンジ

濱口　村上さんには、明治安田生命の女性管理職比率
について伺いたいと思います。多くの日本企業は遅い
選抜を行っていて、それは女性管理職比率を上げたく
ても、仕込んでから大分時間がかかることを意味しま
す。他方、明治安田生命ではシート１にあるように、
非常に早いスピードで女性管理職の比率が上がってい
ます。これは、どのように実現されたのですか。

シート１　当社における女性活躍支援に向けた取組み
■当社の女性管理職比率推移および目標

8.6%

15.6%
17.9%

21.2%

23.5％

30.0%

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

「人事改革」スタート

職種の再編・統合の完結

24.4％
「働き方改革」

「イクボス育成プログラム」

職種の再編・統合

処遇体系の見直し

職制の新設



Business Labor Trend 2020.3

21

女性の活躍促進

村上　それに関連する話として、当社では2019年度
から定年年齢を65歳まで延ばし、女性も男性も65歳
まで働く前提条件を整えました。また、事例報告でも
説明した通り、当社は「キャリア・チャレンジ制度（異
動型）」という社内FA制度を設けています。応募者は
毎年増えていて、特に2019年は前年の２倍以上の人
数に増えました。

何歳でも登用のチャンスがある

　社内FA制度について、女性の応募者について分析
したところ、子どもの年齢が18歳もしくは22歳の女
性の応募者が非常に多いという共通点があることに気
付きました。子どもが手離れしてから管理職になろう
と思った人がとても多かったのです。
　当社は定年を65歳に延ばしましたので、例えば50
歳になって子どもが手離れしても、まだ15年もある。
シート２に「Ｌ－ＮＥＸＴ」という管理職登用候補者
の育成体系がありますが、１番上の「Ｌ－ＮＥＸＴ１
（３年以内にライン課長への登用が期待される職員）」
の平均年齢は50歳を超えています。今、論点になっ
ている「早い選抜か遅い選抜か」に関して言えば、選
抜年齢が早い遅いではなく、希望すれば何歳でも登用
できる会社を目指しています。
濱口　明治安田生命の取り組みはダイバーシティのな
かの女性活躍であるとともに、一般的なエイジフリー
と少し異なる社内エイジフリー的なことをやられてい
て、その結果として女性管理職比率の向上を実現させ

ているということです。エイジフ
リーの観点では、社会全体として
のエイジフリーな女性の活躍の道
を開こうとされているのが明治大
学のスマートキャリアプログラム
だと思います。

一般論で括れない女性の
キャリア志向
小川　先ほどの報告で触れられな
かった夜の講座について、お話し
ます。講座は2015年から春と秋
に昼の講座を開いており、夜の講
座は企業からの問い合わせを受け
る形で同年秋から昼と同じ科目で

立ち上げました。当初は昼の受講者が多かったのです
が、2018年秋の講座から逆転し、今はむしろ夜の講
座の受講者数が伸びています。そういう意味では、仕
事をしながらこれからマネジメント層になる人が学び
に来るケースが増えていると言えます。こうした人た
ちの年齢層は、20歳代最後ぐらいから50歳代半ばま
でいますが、中堅企業などでは若い人が将来、管理職
になることを期待されていますし、自分自身、そうなり
たいと思う人も増えています。報道でよく「女性は管理
職になりたがらない」という記事を目にしますが、今は
決してそんなことはないだろうと思います。学生たち
を見ても、ゼミやいろいろなプロジェクトで女子学生
がリーダーシップを取ったり、ファシリテーションも
上手いケースも増えています。性別や年齢は本当に個
別事情で、一般論として括れない状況にあることを実
感しています。
濱口　この問題は、女性の活躍を議論すると必ず出て
くる話です。日本再興戦略で女性活躍推進が叫ばれ、
女性活躍推進法ができて管理職割合を30％にする数
値目標が急に上から降ってきた感じを持った人も少な
くないのではないでしょうか。当時、何人かの企業の
人事の人からは、「ちゃんと女性活躍させようとして
いるけれど、やはり日本企業だから昇進は遅い。今、
着々と育ちつつあるけれど、いきなり30％と言われ
ても困る。それは逆に女性優遇みたいな話になって秩
序としてまずい」といったようなことを聞いた記憶が
あります。それで、これはなかなか難しいと思ってい

シート２　当社における女性活躍支援に向けた取組み

○２０１８年度からは、「社内から社外へ」をキーワードに、社外から得られる「気づきや刺激」の習得を目的とした「異
業種他社との合同研修（異業種合同プログラム）」や「社外交流セミナー」を新たに導入

○また、女性職員のネットワーク構築を目的とした「女性サポート・ネットワーク（ＪＳＮ）」を新たに展開
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登録者全員 に象対を者録登象対が 公募

○集合研修（年2回）
○執行役員メンタリング

○集合研修（年1回）
○意欲醸成、知識・スキル強化
に向けたサイバーセミナー
（ｅラーニング）

○意欲醸成、知識・スキル強化
に向けた情報提供（毎月発
信）

【キャリア・チャレンジ制度】

異動型 ○女性管理職チャレンジコース

研修型
○社内コース
○【ＮＥＷ】異業種コース
（異業種合同プログラム）

契約社員キャリアアップ研修

管理職登用に
向けた
能力開発

候補者の
すそ野拡大

【ＮＥＷ】女性サポート・ネットワーク（ＪＳＮ）

【ＮＥＷ】社外交流セミナー

■２０１９年度「Ｌ－ＮＥＸＴ」育成態勢の全体像
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たのですが、先ほどの明治安田生命のような超遅い選
抜・昇進というやり方もあるのです。

女性がより活躍できる就業形態は

　では、残った時間で二つ目の論点を話し合いたいと
思います。短時間正社員については、最近ではいわゆ
る限定正社員という形で議論されています。ある種の
正社員として、就業形態を多様化していくなかで女性
の活躍の場を広げていく形で、今日の政策的にもそう
いう方向性をとっていますし、事実、そういう方向は
着実に進んでいると思います。一方、周さんの資料
（シート３）のなかでは、「短時間就業よりフルタイ
ム就業が望ましい」「短時間正社員の限界」という文
言もあります。究極的にはどういう仕組み・運用であ
れば女性がより活躍できるかという共通の目標に向け
て、その方法論についてはかなり対立する見解が示さ
れていると考えられます。

重要な短時間で働く選択肢の増加

脇坂　順番に言いますと、まずタイプⅠの短縮分だけ
手取りが減るのは当たり前です。経済的に余裕のない
人は、何らかの子どもの手立てをしてフルタイムで働
く。短時間で働く選択肢が増えることが重要で、０か
１というのが良くないと言っているに過ぎません。２
番目の技能形成、昇級、管理職登用への影響への懸念
については、何を解決すればどうなるかということを
受賞図書に書きました。３番目の「割高な労働力」は
微妙なところですが、基本的には手当や賞与を時間配
分にすれば割高にはなりません。唯一、割高になるの
は通勤手当ですが、それ以外はきちんとやっている企

業では割高にはなっていません。
周　私も理想形としては短時間正社員がベストだ
と思います。実際、短時間正社員という働き方を
広げた国もあります。例えば、ワークシェアリン
グの例としてよく取り上げられているオランダに、
常勤の大学教授をしている知人がいるのですが、
彼女は、「私は子どもが小さいうちは、週20時間
の短時間勤務が認められていた」と話していまし
た。しかし、それは日本ではほぼあり得ないこと
です。正規に雇用されている日本の大学教授は、
フルタイム勤務が基本となっています。なぜ、オ
ランダで実現できたことが日本では普及できない

のか。１番の理由は、日本の消費者意識に大きな問題
があるのではないかと思っています。

消費者意識の変革も必要

　日本は、おもてなしを非常に重視する社会で、場合
によっては過剰サービスになることもあります。そう
いったサービスを実現するには、どうしても労働の提
供者側にたくさんの細かい要求をすることになります。
もしもこうした消費者意識を無視して、日本で短時間
正社員を徹底しようとすれば、消費者に見捨てられ、
市場競争に負けてしまう可能性がでてきます。脇阪先
生の言われる理想形の短時間正社員を将来、誰もが選
べるようになる条件の一つは、消費者意識の変革です。
例えば、官庁が仕事を発注する場合、年度末に集中し
ないようにするとか、学生が先生の週20時間勤務が
もたらす不便を受け入れるとか、そういうことがまず
第一歩として必要ではないかと思います。
濱口　ある意味、おっしゃる通りですが、問題があま
りにも大きくなり過ぎて、短時間正社員を導入するよ
りはるかに難しい課題を出されてしまった感もしない
ではありません。ただ、これは実は今日のテーマであ
る女性活躍をはるかに超えた日本社会の問題だと思い
ます。すぐには解決できなくても、中長期的に少しで
も変えていかないと、女性だけではなく男性も含めて
働きにくい社会が永遠に続くのかな、ということもあ
ります。今日のトピックへの直接的な処方箋になるか
どうかは別にして、長期的な日本社会の課題として非
常に重要な指摘だと思います。

シート３　短時間就業よりフルタイム就業が望ましい

• 短時間正社員の限界
①賃金が労働時間の短縮分だけ減るため、経済的余裕のない女性が利用しにくい。

②技能形成、昇級や管理職登用への影響が懸念される。
③企業にとっては割高な労働力となるため、拡大が難しい。

・ 「フルタイム正社員＋柔軟な働き方」のおすすめ
①あらゆる所得階層の女性が選びやすい。
②技能形成、昇級や管理職登用への影響が少ない。
③従業員の職場定着や労働生産性を高める効果があるため、
企業の方も取り組む意欲が高い（周・内藤2017）。

・柔軟な働き方を実現する手段
①「テレワーク」：通勤時間の短縮、自宅で子どもの面倒を見ながら仕事
②「分身をつくる」：いざという時に、代替要員を確保
③「仕事内容の明確化」：労働時間を予測しやすくして、急な残業を減らす
④「対人関係のシンプル化」：同僚や顧客の周りに拘束される時間を最小化
⑤「企画・判断のマニュアル化」：指示を待機する時間を最小化
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必要に応じて短時間勤務も選べる

斉之平　当社では、育児をしながらフルタイムで働い
ている人もいます。フルタイム
で働ける場合はその方が良いと
思いますが、人によっては朝５
時半に起きて家事をやらなくて
はならない人もいます。その人
がフルタイムになると、朝４時
に起きないといけなくなって非
常に負担が大きいので、そういう場合は短時間勤務を
選択できるようになっています。
　管理職への登用は既にお話ししたとおり、周りが支
援・協力するような環境ができています。そういう会
社風土なので、短時間勤務のマネージャーでも十分、
管理職として仕事ができます。それから、割高な労働
力という点では、例えば残業しないで４時半に帰らな
くてはならない上司がいた場合、部下もそれに合わせ
る形で速く仕事をするようになります。結果、会社全
体のスピードが上がることになり、良い影響もあるの
で、割高というだけでもないと思います。

企業文化と柔軟な働き方の折り合いをどうつけるか

村上　柔軟な働き方の制度をいろいろ整えていますの
で、それを活用することで育児
と両立できるのであれば、ぜひ
そうして欲しいと思っています。
　ただし、先ほど話した通り、
比較的年齢層の高い職員を管理
職に登用すると考えた時に、今
日は育児との両立が議論の中心
になっていますが、両立というのは育児だけではなく、
介護や本人の病気との両立もあります。これらとの両
立を考えた時に、フルタイムで柔軟な働き方で対応で
きるかといえば、必ずしもそうではない場合もあると
思います。そこで選択肢として短時間就業も用意して
おかなくてはなりませんし、それを活用して就業を続
けられるのであれば、ぜひそうして欲しいと思ってい
ます。
　一方、今日のテーマで今後整理していく必要がある
のは、「柔軟な働き方」というときに、「フレックスで
勤務時間は９時～17時ではなく別の時間帯で働いて

もいい」とか「テレワークで勤務場所は会社でなくて
もいい」ということと、会社で９時～17時まで働く
ことが並列の選択肢になるのが理想だと思うのですが、
例えば朝礼で唱和をして、一体感を高めようとする日
本的な企業慣行に価値を見出す企業も多くあると思い
ます。しかし、これは朝９時に会社に来ることが前提
です。そういった企業文化と柔軟な働き方との折り合
いをどうつけていくのかという点は、整理が必要だと
思います。
濱口　「柔軟な」というのは、単に物理的な時間と空
間だけではなく、脳内の柔軟さのようなものと密接に
つながっているというお話でした。

社会のなかで自然に生きていくことができる働き方を

小川　私は、企業の人事の皆さんのように、社員を使
う立場になったこともありませんし、この分野を研究
の専門にしているわけでもあり
ません。しかし日頃、受講生た
ちと接しているなかで、個人的
な感想として持っていることは、
皆さん、社会で生きていくこと
を人生のなかでの普通のことと
したうえで、マネージャーにな
れるのであれば受け入れるし、仕事と子育ても両立が
可能ならしたいという意識で学びに来ている人が大多
数だと感じます。
　出産・子育ては人類にとって逃れられないことです
し、いろいろな役割分担も時代によってあるのかもし
れませんが、家と仕事場という女性と男性での役割分
担を超越して、社会のなかで男女それぞれが、自分の
意識や意欲に合わせて自然に生きていくことが実現で
きるような状況を皆でつくっていくという意味で、も
しも短時間正社員の仕組みがそれにふさわしいのであ
ればそうなるようにしていくものだと思っています。
濱口　ありがとうございました。本日は「女性のキャ
リア形成を考える――就業形態・継続就業をめぐる課
題と展望」というタイトルでパネルディスカッション
をしていきました。お聞きいただいたことを、それぞ
れのところで活用していただければと思います。

（※講師のプロフィールはJILPTのHPに掲載）


